（別紙）地公部会の意見書
２０１１年６月１６日
総務大臣
　片 山　善 博　様
公務員連絡会地方公務員部会
議 長　　阿 部　卓 弥
地方公務員の労使関係制度に係る基本的な考え方に対する意見
　平素からの地方自治の確立、地方公務員の賃金・労働条件改善に向けたご努力に敬意を表します。
　６月３日、政府は国家公務員制度改革関連４法案（以下、「４法案」という。）を閣議決定しました。一方、地方公務員の労働基本権については、今回法案化には至りませんでしたが、２日に総務省が公表した「地方公務員の労使関係制度に係る基本的な考え方」（以下「基本的な考え方」）において、「一般職の地方公務員に協約締結権を付与する」ことが明記されたことにより、国・地方の公務員の労働基本権について全体のパッケージとして改革することが確認されたものと受け止めています。
　消防職員の団結権を否認している現行制度は、結社の自由を否定した組合権の重大な侵害であり、まさに人権問題です。ＩＬＯにおいて、最も関心の高い問題であることからしても、「基本的な考え方」において「消防職員の団結権については、付与することを基本的な方向としつつ、必要な検討を進める。」ということにとどまっているのは極めて不十分です。われわれは、政府に対して、地方公務員に係る労働基本権の法案において、消防職員の団結権を確立することとするよう強く求めます。
　公務員連絡会地方公務員部会は、地方公務員の労働基本権と自律的労使関係の下での賃金・労働条件決定制度が国家公務員と同時期にスタートすることを基本とし、「基本的な考え方」に対する意見を、下記のようにとりまとめました。
　貴職におかれては、地方公務員の労働基本権と自律的労使関係制度の確立に向けた検討にあたり、本意見を踏まえ、公務員連絡会地方公務員部会と十分交渉・協議を行い、合意に基づき、早期に法案提出を行うよう強く要請します。
記
Ⅰ　趣旨 
（基本的な考え方）
	　国家公務員に係る自律的労使関係制度の措置を踏まえ、地方公務員についても新たな労使関係制度を設けることとする。


（公務員連絡会地方公務員部会の考え方）
  ○　地方公務員の労働関係を律する特別法を制定すること。
Ⅱ　制度の概要
１　協約締結権を付与する職員の範囲
（基本的な考え方）
	　一般職の地方公務員（ただし、団結権を制限される職員、重要な行政上の決定を行う職員及び地方公営企業等に勤務する職員等を除く。以下「職員」という。）に協約締結権を付与する。


（公務員連絡会地方公務員部会の考え方）
　○　地方公務員の場合は、警察職員を除くすべての非現業職員（消防職員を含む）に協約締結権を付与すべきである。
　○　現業職員（いわゆる「単純な労務に雇用される者」）は、任命権者が非現業職員と同じであり、また多くの場合職場も同じであることから、現業職員にかかわる特例（地公法57条、地公企労法附則５項）を廃止し、一般職の地方公務員と同様に協約締結権を付与すること。
　　
２　団体交渉の当事者
（基本的な考え方）
	（１）労働側の当事者
  ○　労働組合は、職員が主体となって自主的にその勤務条件の維持改善を図る　　ことを目的として組織する団体又はその連合体とする。
  ○  都道府県労働委員会に認証された労働組合は、団体協約の締結、不当労働　　行為の救済申立て、あっせん・調停・仲裁手続への参加、職員の在籍専従等　　が可能となる。
　○　認証の要件は、規約が法定の要件を満たすこと、構成員の過半数が同一地　　方公共団体に属する職員であること等とする。
（２）使用者側の当事者
　　　地方公共団体の当局は、引き続き交渉事項について適法に管理し、又は決　　定することのできる者とする。


（公務員連絡会地方公務員部会の考え方）
　○　在籍専従について、「国家公務員の労働関係に関する法案」と同様に、認証された労働組合のみからなる連合体の専従ができることとすること。
　○ 使用者側の当事者（団体交渉ができる者、団体協約を締結できる者）は、条例・規則により当該自治体全体で統一的に定めるべき勤務条件に関わっては首長とし、各任命権者（服務監督権者）が条例等に基づく裁量の範囲内において定める所属の職員の勤務条件については、各任命権者とすること。
　○ 管理職員等の範囲は、たとえ国家公務員の労働関係に関する法案第４条第２項に準じて都道府県労働委員会が定めるとしても、使用者と労働組合との交渉･協議、合意のもと決定すること。
３　団体交渉等
 （基本的な考え方）
	（１）認証された労働組合と地方公共団体の当局は、下記の事項について団体交　　渉を行い、団体協約を締結できるものとする。
　　　①　給料その他の給与、勤務時間、休憩、休日及び休暇に関する事項
　　　②　職員の昇任、降任、転任、休職、免職及び懲戒の基準に関する事項
　　　③　職員の保健、安全保持及び災害補償に関する事項
　　　④　①～③に掲げるもののほか、職員の勤務条件に関する事項
　　　⑤　団体交渉の手続その他の労働組合と地方公共団体の当局との間の労使　　　　関係に関する事項
（２）地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項は、引き続き団体交渉の　　対象とすることができないこととする。
（３）現行地方公務員法において規定されている予備交渉の実施、団体交渉の打　　ち切り、勤務時間中の適法な団体交渉の実施等については、引き続き法定す　　る。
　　　なお、職員が勤務時間中の適法な団体交渉に参加する際の手続を整備する。
（４）地方公共団体の当局は、団体交渉の議事の概要及び団体協約を公表しなけ　　ればならないこととする。


（公務員連絡会地方公務員部会の考え方）
　○　例示されていない事項についても、第４号の規定により勤務条件であれば交渉事項になると受け止める。特に、人事評価は交渉事項であることを確認すること。
  ○　交渉とは別に労使協議に関すること、また具体的な勤務条件の適用などに関わる苦情処理についても協約を結べるようにすること。     
　○　団体交渉の議事概要の作成に当たっては、労働組合との十分な調整のもと進め、公表に際しては、組合の合意・確認を前提とすること。　
４　不当労働行為の禁止
（基本的な考え方）
	（１）地方公共団体の当局が労働組合の構成員であること等を理由として職員に　　対する不利益な取扱いをすること、認証された労働組合との団体交渉を正当　　な理由がなく拒否すること、労働組合の運営等に対して支配介入・経費援助　　をすること等の行為を禁止する。
（２）不当労働行為があった場合の都道府県労働委員会による救済制度を設ける。


（公務員連絡会地方公務員部会の考え方）
 ○　不当労働行為の救済を円滑、かつ迅速に進めるため都道府県労働委員会の体制を整備すること。
５　勤務条件の決定原則等
（基本的な考え方）
	（１）情勢適応の原則等、現行地方公務員法において規定されている勤務条件の　　決定原則については、引き続き法定する。 
 (２）職員に協約締結権を付与することに伴い、勤務条件に関する人事委員会勧　　告制度を廃止する。
（３）住民への説明責任を果たし、住民の理解を得る観点から、民間の給与等の　　実態を調査・把握する。調査・把握する主体等については更に検討を進める。


（公務員連絡会地方公務員部会の考え方）
　○　民間の給与等の調査については、中央協議をどのように設計するかという問題と密接にかかわるものであり、中央協議のあり方と併せて検討を進めること。
　○　そのことを前提としつつ、現段階では、使用者機関による民間の給与等の調査・把握については、都道府県の使用者（または、より広域な調査・把握も可能とする）と都道府県内の市町村の使用者との共同調査・把握とする。調査は、簡易な調査を基本とし、適正な比較に資する既存調査の活用もあり得る。国の使用者機関との共同調査は否定しないが、それぞれの地方の実情を踏まえたものとすること。
　○　調査結果の外部への公表は、交渉への影響を避けるため、妥結後とすること。
６　勤務条件の決定方法及び団体協約の効力
（基本的な考え方）
	（１）職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、引き続き条例で定めることと　　する。
（２）勤務条件を定める条例の制定改廃を要する内容の団体協約を締結した場合　　には、地方公共団体の長は条例案の議会への提出義務を負うこととする。（た　　だし、地方公共団体の長以外の機関が団体協約を締結する場合には当該地方　　公共団体の長との事前調整を行う仕組みを設ける。）
（３） 勤務条件を定める規則等の制定改廃を要する内容の団体協約を締結した　　場合には、地方公共団体の長その他の機関等が規則等の制定改廃の義務を負　　うこととする。


（公務員連絡会地方公務員部会の考え方）
　○　条例、規則で定める事項については、条例事項は極力少なくすること。
７　交渉不調の場合の調整システム
（基本的な考え方）
	　認証された労働組合と権限ある地方公共団体の当局の間に発生した紛争であって団体協約を締結することができる事項に係るものについて、都道府県労働委員会によるあっせん、調停及び仲裁の制度を設ける。


（公務員連絡会地方公務員部会の考え方）
　○　あっせん、調停及び仲裁を円滑、かつ迅速に進めるため都道府県労働委員会の体制を整備すること。
８　人事行政の公正の確保
（基本的な考え方）
	　勤務条件に関する措置要求、不利益処分に関する不服申立てその他の職員の苦情の処理に関する事務等については、引き続き第三者機関が所掌する。


（公務員連絡会地方公務員部会の考え方）
　○　国と同様に人事行政の第三者機関を設置する。なお、地公法第７条第４項の定めと同様に他の自治体と共同して第三者機関を置くこと、または他の自治体の第三者機関に委託することができることとすること。
Ⅲ　消防職員の団結権
（基本的な考え方）
	　消防職員の団結権については、付与することを基本的な方向としつつ、必要な検討を進める。


（公務員連絡会地方公務員部会の考え方）
　○　警察職員を除くすべての非現業職員（消防職員を含む）に団結権を保障し、協約締結権を付与すること。
Ⅳ　「基本的な考え方」で示されていない重要課題について 
(１) 中央協議について
　労使交渉にコスト（費用・便益の観点）をかけることなく真摯な労使交渉によって給与・勤務条件を決定する必要があることから、「地方公務員の給与・勤務条件に関する基準」について、中央段階で関係者（ステークホルダー）が「協議する場」を法定すること。具体的な制度設計については、公務員連絡会地方公務員部会と十分な交渉・協議、合意をすること。
(２) 労働基準法の適用範囲について
　地方公務員の自律的労使関係制度の法整備に併せて、可能な限り労働基準法の適用範囲を広げること。 
